


株式取扱規程

第 1 条 （目的）
本規程は、株式会社●●（以下「会社」という。）の株式及び新株予約権に関する名義書換その他の取扱い、及び手数料について、定款の規定に基づき、定めるものである。

第 2 条 （株券の不発行）
会社の発行する株式については、株券を発行しないものとする。

第 3 条 （取扱場所）
本規程による会社の株式事務の取扱場所は、[本社住所]とする。また、会社は株主名簿管理人を定めない。

第 4 条 （請求又は届出）
1. 本規程による請求又は届出は、会社の定める書式によるものとし、第10条の規定による届出印を捺印する。
2. 前項の請求又は届出について、代理人が行う場合は代理権を証明する書面、保佐人又は補助人の同意を要する場合は同意を証明する書面を提出する。

第 5 条 （名義書換）
1. 株主名簿への記載又は記録（以下「名義書換」という。）を請求する場合、株主及び株式の取得者が共同して請求するものとし、会社所定の請求書を提出しなければならない。ただし、法令に定める手続による場合は、この限りではない。
2. 譲渡以外の方法により取得した株式の名義書換を請求する場合、前項の手続に加えて、株式の取得を証明する書面を提出しなければならない。

第 6 条 （法令の定めによる名義書換）
株式の移転について法令の定めによる別段の手続を必要とする場合、会社所定の請求書に株式の取得を証明する書面を添えて提出しなければならない。

第 7 条 （新株予約権原簿への記載又は記録）
新株予約権原簿への記載又は記録を請求するときは、会社所定の請求書を提出しなければならない。

第 8 条 （質権の登録、移転及び抹消）
株式について質権の登録、移転又は抹消を請求する場合、会社所定の請求書に質権設定者及び質権者が共に署名捺印の上、提出しなければならない。

第 9 条 （信託財産の表示又は抹消）
株式について信託財産の表示又は抹消を請求するときは、委託者又は受託者が会社所定の請求書を提出しなければならない。

第 10 条 （株主等の住所、氏名及び印鑑の届出）
1. 株主、登録株式質権者又はそれらの法定代理人は、住所、氏名及び印鑑を会社に届け出なければならない。ただし、外国人は署名鑑をもって印鑑に代えることができる。
2. 前項に基づく届出事項に変更が生じた場合、その旨を速やかに会社に届け出なければならない。

第 11 条 （外国居住株主等の届出）
1. 外国に居住する株主、登録株式質権者又はそれらの法定代理人は、前条の手続に加えて、日本国内に常任代理人の選任又は通知を受ける場所を定め、これを会社に届け出なければならない。
2. 株主が常任代理人を選任する場合、常任代理人に前条の規定を準用する。

第 12 条 （法人の代表者）
1. 株主が法人の場合、代表者１名を会社に届け出なければならない。
2. 前項に基づく代表者に変更が生じた場合、会社所定の届出書にその事実を証明する書面を添えて届け出なければならない。

第 13 条 （共有株式の代表者）
株式を共有する株主は、その代表者１名を定めて会社に届け出なければならない。代表者を変更したときも同様とする。

第 14 条 （株主名簿の表示変更）
次に掲げる事由により、株主名簿の表示を変更する場合、会社所定の届出書にその事実を証明する書面を添えて届け出なければならない。
(1) 改姓又は改名
(2) 親権者又は後見人等の法定代理人の設定、変更又は解除
(3) 商号又は法人名称の変更
(4) 法人の組織変更

第 15 条 （新株予約権者の届出方法）
新株予約権者の届出事項に変更があった場合にはその旨を会社に届け出なければならない。

第 16 条 （手数料）
株式の取扱いに関する手数料は、無料とする。

第 17 条 （規程の所管）
本規程の所管は●●部とする。

第 18 条 （改廃）
本規程の改廃は、「規程管理規程」に定めるところによる。

付　則

本規程は、●●年●●月●●日より施行する。
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